
様　式　イ

平 成 18 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）

18年度は、都心にぎわいづくり事業の実施主体を、札幌中心部
商店街活性化協議会に変更し、ＴＭＯのほか、市民や関係団体
等を含めた実行委員会を構築した。18年度は少ない予算のなか
魅力的な内容で事業展開を進め、札幌の観光イベントとしての
定着を図った。
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昨年度と比較して、イベントへの市民参加数の増加や観客数が
大幅に増加し、都心を活性化させるイベントの１つとして市民の
間に認知・定着してきている。補助金に依存せずに地元商店街
が中心となったイベントとするため、事業内容の見直しや協賛金
の募集を強化した結果、少ない予算のなかで質の高いイベント
を生み出すことができたと評価できる。今後も、効率的なイベント
の実施が期待される。

引き続き事業費の自立性が課題であるなか、18年度は実施に
必要な最低額の目処がつけられたといえる。今後もより安定した
事業実施のためにも、協賛企業の開拓や、内容の検証、より一
層の地元の協力が必要となる。

平 成 16 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 17 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）

　16年度は、「都心にぎわいづくり事業」として、北海道新聞社や
中心市街地の商店街等で構成する実行委員会が主体となった
「だい・どん・でん！」の継続実施と併せて、6～9月に「さっぽろ
プロムナードエリア」を中心に行われる様々な事業と市民のパ
フォーマンスや文化活動等を、協働・連動させる仕組みづくりを
目指し実験的に事業を展開した。

17年度は、都心にぎわいづくり事業の実施主体を、まちづくり
コーディネーターとしての機能を持つ札幌ＴＭＯに変更し、商店
街のほかに市民や関係団体等を含めた実行委員会を構築し、
17年度に実施する実験事業の本格的な展開を進め、札幌の観
光イベントとしての定着を図っていった。
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12～15年度　「だい・どん・でん！」の実施。
16～18年度　「だい・どん・でん！」及び「都心にぎわい
づくり事業」の実施。

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞四季を通して芸術や文化に親しむ環境を創出し都心部の活性化を図る
ため、平成12年度から毎年9月上旬に、北海道新聞社や中心市街地の
商店街等で構成する実行委員会が、市民のパフォーマーの養成を行っ
ている青少年女性活動協会等と協力し、都心部で大道芸を中心としたイ
ベント「だい・どん・でん！」を実施してきている。

都心にぎわいづくり事業
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担 当
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19 年 度 以 降 の 方 向 性 ( 事 業 予 定 )

都心部の活性化を目的に、主役として市民パフォーマーが都心のステージに立つことができる、全国でも唯一の市民参加型大道芸イ
ベントとして益々発展させるため、企画の段階から地元や市民を巻き込んだ事業展開を検討するとともに、大型商業施設や多数の企業
の協賛企業の確保を促しながら、公的支援に頼らない、地元商業者の創意工夫による運営体制の確立を目指す。
19年度は新たに、市民サポーター（個人・法人の協賛、スタッフ）制度や、協賛スポンサー制度を企画・導入していくことで、安定した事
業実施に努める。

施策体系ｺｰ ﾄﾞ 1-3-1 事 業 名
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都心にぎわいづくり事業 臨時 枠内

都心商業活性化支援事業費（一部） 臨時 枠内

予　算　事　業　名( 小 事 業 名 )

関　　連　　予　　算　　事　　業　　内　　訳

経・臨 枠内外 16年度 17年度 18年度 計

主　な　施　設、　サ　ー　ビ　ス　等　の　整　備　水　準

18 年 度 末
( 実 績 )
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( 現 状 )

項　　　　　　目

実　績

計  画  と  の  差  異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)

［全   体］［16年度］［17年度］［18年度］
平成１７年度は実施主体において国・道からの補助金を獲得できたため、本市の支出が減少した。
平成１８年度は全体事業費の見直しや、協力体制のなかでの負担割合の見直しにより、本市の支出が減少した。
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事 業 名 都心にぎわいづくり事業施策体系ｺｰ ﾄﾞ
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